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監査等委員会設置会社への移行に伴う 

「内部統制システム整備の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 
 

当社は、2022年11月29日開催の第19回定時株主総会における決議により、監査等委員会設置会社へ移行

することが承認されました。これに伴い、同日開催の取締役会において「内部統制システム整備の基本

方針」の一部改定を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。主な改定箇所は下線で

示しております。 

 

記 

 

a．当社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（ａ）役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、コンプライアンス（法令遵

守）があらゆる企業活動の前提条件であることを認識し、「コンプライアンス管理規程」その他関

連社内規程を定め、役職員に周知徹底を行っております。 

（ｂ）取締役会は、法令等に基づく適法性及び経営判断の原則に基づく妥当性を満たすよう、「取締役会

規程」に基づき業務執行の決定と取締役の職務の監督を行っております。 

（ｃ）監査等委員会は、内部監査担当者との連携を図るとともに、法令等が定める権限を行使し、「監査

等委員会規程」及び「監査等委員会監査基準」に基づき取締役の職務の執行を監査し、必要に応じ

て取締役会で意見を述べております。 

（ｄ）内部監査担当者は、「内部監査規程」に基づき、役職員が法令、定款、社内規程等を遵守している

ことについて内部監査を実施しております。 

（ｅ）法令違反その他のコンプライアンスに関する社内通報体制として、通報窓口を設け、「内部通報規

程」に基づき適切な運用を行っております。 

  

ｂ．当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理のための体制 

（ａ）取締役会議事録や稟議書をはじめとする、取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び

「文書管理規程」に基づき、適切に保存及び管理を行っております。 

（ｂ）取締役その他関係者は、これらの規程に従い、その職務遂行の必要に応じて前項の書類等を閲覧す

ることができることとしております。 

（ｃ）個人情報については、法令及び「個人情報取扱規程」に基づき、厳重に管理します。 



 

 

 ｃ．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（ａ）事業に関する損失の危険（リスク）、不測の事態に対応すべく、「リスク管理規程」を制定し、同

規程に基づき各部門長が潜在リスクを想定、顕在リスクの把握及び管理を行っております。 

（ｂ）リスク管理推進委員会及びコンプライアンス推進委員会を設置し、当社の事業活動における各種リ

スクに対する予防・軽減体制の強化を図っております。 

（ｃ）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、顧問弁護士等

の外部アドバイザリーと連携し、損失の拡大を防止し、これを最小限にすべく体制を整えておりま

す。 

（ｄ）役職員に対し、コンプライアンス及びリスク管理に関する教育・研修を継続的に実施いたします。 

 

ｄ．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（ａ）取締役会は「定款」及び「取締役会規程」に基づき、定時取締役会を毎月１回開催する他、必要に

応じて、臨時取締役会を開催しております。 

（ｂ）取締役の職務執行については、「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」を制定し、

各職位の責任・権限や業務を明確にし、権限の範囲内で迅速かつ適正な意思決定、効率的な業務執

行が行われる体制を構築することとしております。 

（ｃ）取締役は、緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、機動的かつ迅速に業務を

執行することとしております。 

（ｄ）中期経営計画により、中期的な基本戦略、経営指標を明確化するとともに、年度毎の利益計画に基

づき、目標達成のための具体的な諸施策を実行しております。 

 

ｅ．当社における業務の適正を確保するための体制 

（ａ）当社は、「職務権限規程」等を定め、決裁権限及び責任を明確化し、適正な執行体制を構築するこ

ととしております。 

（ｂ）当社における不適切な取引等を防ぐため、監査等委員会、会計監査人及び内部監査担当者が連携し

て監査体制を整備しております。 

 

ｆ．当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項並びにその使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項 

（ａ）監査等委員会が監査等委員会の業務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、専任又は兼

任の使用人を設置することとしております。 

（ｂ）当該使用人の人事評価、人事異動等については、監査等委員会の同意を要するものとし、当該使用

人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び監査等委員会の指示の実効性の

確保に努めております。 

 

ｇ．当社の役職員が監査等委員会に報告するための体制、その他監査等委員会への報告に関する体制 

（ａ）役職員は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある

事実を知ったときには、速やかに監査等委員会に報告することとしております。 

（ｂ）代表取締役社長は、内部通報制度による通報状況を監査等委員会へ報告しております。 

（ｃ）監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会、その他の重

要な会議に出席し、意見を述べるとともに、必要に応じて役職員に説明を求めること及び必要な書

類の閲覧を行うことができることとしております。 

（ｄ）監査等委員会へ報告を行った役職員に対して、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行

うことを禁止し、その旨を周知徹底しております。 



 

 

ｈ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（ａ）監査等委員は、代表取締役社長、取締役及び内部監査担当者と定期的な意見交換を実施し、適切な

意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図っております。 

（ｂ）監査等委員がその職務の執行について、必要な費用の支払いあるいは前払い等の請求をしたとき

は、担当部署にて精査の上、速やかに当該費用又は債務を処理することとしております。 

 

ｉ．財務報告の信頼性を確保するための体制 

（ａ）当社の業務内容に適合した組織構造を構築するとともに、財務報告に係る職務の分掌を明確化し、

権限や職責の適切な分担を行っております。 

（ｂ）「財務報告に係る内部統制の基本方針」を定め、有効な内部統制の整備・運用・評価を実施し、財

務報告の記載内容の適正性及び信頼性の向上を図っております。 

  

ｊ．反社会的勢力排除のための体制 

（ａ）当社は、「反社会的勢力等排除規程」を制定し、全社的な反社会的勢力排除の基本方針及び反社会

的勢力への対応を定めており、社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力や団体には、毅然とした態

度で対応することとしております。 

（ｂ）反社会的勢力との一切の関係を持ちません。不当要求等の介入に対しては、速やかに関係部署、社

外関係先（警察署、顧問弁護士等）と協議し、組織的に対応し、利益供与は絶対に行いません。 

 
以上 


